
静岡県の漁港における安全で潤いと憩いのある海岸整備の推進
平成22年度 ～ 平成26年度 静岡市、沼津市、熱海市、南伊豆町、西伊豆町、吉田町

（H22当初） （H　末） （H25末）
①

静岡県社会資本整備重点計画における位置づけ
第２期（H20～H24） 第３期（H25～H29）
分野名 分野名
目標名 目標名
指標名 指標名

事　後　評　価
１．交付対象事業の進捗状況　（○：計画期間中に完成　　△：計画期間終了後に完成見込（備考欄に完成予定時期を記入）　　－：その他（備考欄に具体的に記入（中止、未実施等））

Ａ　漁港海岸事業
番号 事業 地域 交付 直接 漁港 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26
漁港海岸 内地 静岡県 直接 静岡県 第2種 高潮対策 1,427 △ H31
漁港海岸 内地 静岡県 直接 静岡県 第4種 高潮対策 372 △ H28
漁港海岸 内地 静岡市 直接 静岡市 第3種 侵食対策 2,044 △ H28
漁港海岸 内地 静岡県 直接 静岡県 第3種 耐震対策 395 ○ H26
漁港海岸 内地 静岡県 直接 静岡県 第2種 耐震対策 289 △ H27
漁港海岸 内地 静岡県 直接 静岡県 第2種 - 983 △ H28
漁港海岸 内地 南伊豆町 直接 南伊豆町 第1種 - 70 ○
漁港海岸 内地 西伊豆町 直接 西伊豆町 第1種・第2種 - 980 △ H31
漁港海岸 内地 吉田町 直接 吉田町 第2種 - 800 - 中止
漁港海岸 内地 沼津市 直接 沼津市 第1種 - 125 ○

7,485

地震災害に強い地域基盤の整備／風水害に強い基盤整備
レベル1津波に対する津波対策施設（海岸）の整備率 15.3%

堤防、胸壁、陸閘N=1式

陸閘N=5基、ハザードマップ作成支援

南伊豆町

津波防災ステーションN=1式

胸壁L=452m

西伊豆町
津波・高潮危機管理対策事業（吉田漁港海岸） 陸閘、水門、胸壁耐震化N=1式

津波・高潮危機管理対策事業（三坂漁港海岸）

津波・高潮危機管理対策事業（田子漁港海岸・仁科漁港海岸） 津波防災ステーションN=1式

安全情報伝達施設N=1式

南伊豆町
沼津市
沼津市
熱海市
静岡市

合計

全体事業費

目標値（H24）

津波・高潮危機管理対策事業（静浦漁港海岸）

海岸保全施設整備事業（静浦漁港海岸）

海岸保全施設整備事業（妻良漁港海岸）

海岸保全施設整備事業（網代漁港海岸）

海岸保全施設整備事業（戸田漁港海岸）

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 8,031 百万円 Ａ 7,485 百万円 Ｂ

交付対象事業

胸壁L=200m、陸閘N=5基

離岸堤L=455m

事業
者

事業
種別

要素となる事業名

護岸L=180m、陸閘N=4基

安全・安心
地震災害対策の推進／風水害対策の推進
津波、高潮による災害から守られた海岸線の延長の割合 80.2%

災害に強い地域基盤の整備

計画の名称
計画の期間 交付対象
計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）
①県民の財産を守り、国土保全に資する安全な海岸の整備により防護する面積を２７６．３ｈａ確保する。

目標値（H29）

想定される東海地震による津波及び台風等による高潮に対し、浸水対策を実施することにより、水害に強い海岸をつくると共に、安心・安全な市民生活の確保を図る。

整備する海岸延長に対する防護面積
（全体防護面積（ha）／全体海岸延長（ｍ））×整備する海岸延長（ｍ）

276.3ha0 ha -

0 百万円

備考
当初現況値 中間目標値 最終目標値

Ｃ

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

546 百万円
効果促進事業費の割合

7%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

進捗
状況（事業箇所）

沼津市

吉田町
海岸環境整備事業（西浦漁港海岸） 沼津市

市町村名
全体事業費
（百万円）

海岸保全施設整備事業（用宗漁港海岸）



Ｃ　効果促進事業
事業 地域 交付 直接 漁港 事業内容 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 種別 （延長・面積等） H22 H23 H24 H25 H26

漁港海岸 内地 熱海市 直接 熱海市 第3種 - 10 ○
漁港海岸 内地 静岡県 直接 静岡県 第2種 - 16 △ H28
漁港海岸 内地 静岡県対象市町 直接 静岡県対象市町 - - 200 - 未実施
漁港海岸 内地 静岡県対象市町 直接 静岡県対象市町 - - 100 - 未実施
漁港海岸 内地 静岡県対象市町 直接 静岡県対象市町 - - 100 - 未実施
漁港海岸 内地 静岡県対象市町 直接 静岡県対象市町 - - 120 - 未実施

合計 546

番号 備考

※交付対象事業については、できるだけ個別路線ごとに記載すること。
（参考）　計画の成果目標を同一とする地域自主戦略交付金の交付対象事業

【H23】ＥのNO.5～7　【H24】Ｅ1のNO.17,18　【Ｈ24予備費】Ｅ1のNO.2
（別添「事業実施計画」参照）

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

Ⅰ定量的指標に関連する
　　　交付対象事業の効果の発現状況

最終目標値
Ⅱ定量的指標の達成状況

最終実績値

（必要に応じて記述）

３．特記事項（今後の方針等）

234.5ha

目標値と実績
値に差が出た

要因

整備した施設を活用して、地元住民が集まるイベントを開催し、施設整備の重要性やその効果を説明、理解と親しみ、防災意識の向上に寄与し
た。また、施設の整備にあたっては地元の意見や要望を取り入れ、安全かつニーズに合った整備を完成し、結果として地元の祭事などで賑わう場
を創出した。

静岡県対象市町

市町村名

防災道路舗装（市道）A=65m2

静岡県対象市町

静岡県対象市町

静岡県対象市町

海岸保全施設老朽化調査N=1式

侵食モニタリング調査N=1式

減災計画策定N=1式
避難訓練等の実施N=1式

事業未完了箇所について、次期計画期間中の完成を目指す。

276.3ha
平成25年に想定津波高が変わったことにより、整備する海岸保全施設の高さが変わり、箇所に
よっては地元との合意形成に時間を要した。これにより、全体の事業の進捗には遅れが生じ、施
設整備が完了しなかった海岸については、計画期間の目標値を達成できなかった。

海岸保全施設である、胸壁や護岸、陸閘の整備を進めることによって、防護面積を増やし、津波・高潮が及ぼすと想定される浸水被害を減らし
た。また、水門・陸閘等は自動閉鎖化や遠隔操作化を図っている箇所は更なる安全性が向上した。

網代漁港海岸の胸壁整備と合わせて背後地の市道舗装を整備することによって、緊急時の避難の確実性を高めた。

網代漁港海岸

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の
　　　　　　　　　　　効果の発現状況

指標①（整備
する海岸延長
に対する防護
面積）

番号

一体的に実施することにより期待される効果

事業
種別

要素となる事業名
（事業箇所）

事業
者

沼津市静浦漁港海岸

進捗
状況

広域監視カメラ、大型表示板N=1式

全体事業費
（百万円）

熱海市



（様式６）　　社会資本総合整備計画（参考図面）

計画の名称 静岡県の漁港における安全で潤いと憩いのある海岸整備の推進

計画の期間 平成22年度 ～ 平成26年度 静岡市、沼津市、熱海市、南伊豆町、西伊豆町、吉田町

0 ha

交付対象

網代漁港海岸

【静岡県】

海岸保全施設整備事業（耐震対策）

【熱海市】

効果促進事業

静浦漁港海岸

【静岡県】

海岸保全施設整備事業（高潮対策）

津波・高潮危機管理対策事業

効果促進事業

戸田漁港海岸

【静岡県】

海岸保全施設整備事業（耐震対策）

妻良漁港海岸

【静岡県】

海岸保全施設整備事業（高潮対策）

三坂漁港海岸

【南伊豆町】

津波・高潮危機管理対策事業吉田漁港海岸

【吉田町】

津波・高潮危機管理対策事業

西浦漁港海岸

【沼津市】

海岸環境整備事業

田子漁港海岸

仁科漁港海岸

【西伊豆町】

津波・高潮危機管理対策事業

用宗漁港海岸

【静岡市】

海岸保全施設整備事業（侵食対策）



（参考資料）

地域自主戦略交付金　事業実施計画

平成２３年度　　地域自主戦略交付金　　事業実施計画　（最終報告） E：農山漁村地域整備に関する事業

1 地域水産物供給基盤整備事業 下田地区（須崎漁港・白浜漁港）
2 地域水産物供給基盤整備事業 初島地区（初島漁港）
3 漁港環境整備事業 焼津漁港
4 漁港環境整備事業 福田漁港
5 海岸耐震対策事業 網代漁港
6 海岸耐震対策事業 戸田漁港
7 津波・高潮危機管理対策事業 静浦漁港

平成２４年度　　地域自主戦略交付金　　事業実施計画　 E：農山漁村地域整備に関する事業

14 地域水産物供給基盤整備事業 下田地区（須崎漁港・白浜漁港）
15 地域水産物供給基盤整備事業 榛南地区（吉田漁港）
16 漁港環境整備事業 焼津漁港
17 海岸耐震対策事業 戸田漁港
18 津波・高潮危機管理対策事業 静浦漁港
23 地域水産物供給基盤整備事業 初島地区（初島漁港）

平成２４年度　　地域自主戦略交付金　　事業実施計画　（予備費） E：農山漁村地域整備に関する事業

2 海岸耐震対策事業 戸田漁港

№ 事業名 地区名

№ 事業名 地区名

№ 事業名 地区名


